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【公表番号】特表2008-542731(P2008-542731A)
【公表日】平成20年11月27日(2008.11.27)
【年通号数】公開・登録公報2008-047
【出願番号】特願2008-514040(P2008-514040)
【国際特許分類】
   Ｇ０１Ｎ  11/04     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０１Ｎ  11/04    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成21年2月10日(2009.2.10)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　非永続性消費者製品用の残余寿命指示体であって、所定の関数に従って温度の変動と共
に変動可能な特性を示す材料と、この材料に前記特性を示させる様にこの材料に作用する
作動手段と、前記材料／作動手段の組み合わせに連結されている指示体手段とを具備して
おり、この指示体手段が前記製品の終了日に対する残余寿命を指示し、前記材料は温度の
関数として変動する粘度を有していて所定断面のパイプ（２，２１２；４，１３４）内を
流れる流体（１０２；１１４）であり、前記作動手段は本質的に一定の圧力を前記流体（
１０２，１１４）に印加することのできる装置（３１１，６０１，４１１，７０１；３１
３，２０３，１１３，２０４）を具備しており、前記流体の流れが前記指示体手段（７０
１，４１３）に連結されている、指示体において、
　前記流体（１０２，１１４）に定圧を印加することのできる前記装置は溶媒／溶液浸透
対（３１１，４１１；３１３；１１３）を具備しており、この浸透対は、半透膜（６０１
；２０３）によって分離されており且つ、この浸透対（３１１，４１１；３１３；１１３
）の収容手段（３０１，４０１；４０３，３０３，１０３）の両端に配置されている可動
分離手段（３０２，７０１；２０４，３０４）を介して、可変粘度の前記流体（１０２，
１１４）が配置されているパイプ（２；４）の両端に接続されていること、を特徴とする
指示体。
【請求項２】
　容器（１；１０）を具備しており、第二の仕切り空間（３０１；３０３）内に配置され
ている前記溶媒（３１１；３１３）から半透膜（６０１；２０３）を介して分離されてい
る溶液（４１１；１１３）を収容している第一の仕切り空間（４０１；１０３）が前記容
器（１；１０）内に定められており、可変粘度の流体（１０２；１１４）が置かれている
第三の仕切り空間（５０１；１４４）に可動分離手段（７０１；２０４）を介して前記第
一の仕切り空間（４０１；１０３）が前記容器（１；１０）内で接続されており、前記溶
媒（３１１；３１３）が置かれている前記第二の仕切り空間（３０１；４０３，３０３）
に反対側の端で接続されているパイプ（２；４）に、局所的な圧力低下を生じさせること
のできる手段（２０２，２１２；１２４，１３４）を介して、前記第三の仕切り空間（５
０１；１４４）が接続されており、可変粘度の前記流体（１０２；１１４）と前記溶媒（
３１１；３１３）との間に可動分離手段（３０２；３０４）が設けられている、請求項１
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に記載の指示体装置。
【請求項３】
　可変粘度の前記流体（１１４）と前記溶媒（３１３）との間に配置されている前記可動
分離手段（３０４）が、前記流体（１１４）で満たされている前記パイプ（４）の下流で
且つ所定の長さ及び断面積のパイプ（４０３）の上流に配置されている補償仕切り空間（
４０４）内に配置されており、前記パイプ（４０３）は前記溶媒（３１３）を収容してい
る前記第二の仕切り空間（３０３）に接続されており、前記指示体手段（４１３）が前記
パイプ（４０３）の内部に配置されている、請求項２に記載の装置。
【請求項４】
　温度の関数として変動する粘度の前記流体（１０２；１１４）が前記溶媒（３１１；３
１３）及び前記溶液（４１１；１１３）の両方と混和せず、前記互いに混和しない相同士
の間の分離境界面で前記分離手段が構成されている、請求項１～３の何れか一項に記載の
装置。
【請求項５】
　前記可動分離手段が、前記容器（１）の内部で密閉摺動可能な堅い仕切り（３０２，７
０１）である、請求項２に記載の装置。
【請求項６】
　前記溶液（４１１）が、不溶解固体の存在している溶質の飽和水溶液である、請求項２
に記載の装置。
【請求項７】
　前記溶液（４１１）と可変粘度の前記流体（１０２）との間に配置されている前記可動
分離手段（７０１）が前記指示体手段として機能する、請求項１～６の何れか一項に記載
の装置。
【請求項８】
　前記可動分離手段が可撓膜（２０４，３０４）である、請求項３に記載の指示体装置。
【請求項９】
　前記指示体手段が気泡（４１３）を具備する、請求項８に記載の装置。
【請求項１０】
　前記溶媒と混和しない液体を前記指示体手段が具備しており、前記混和しない液体及び
／または前記溶媒に適切な着色が施されている、請求項８に記載の装置。
【請求項１１】
　前記溶液（１１３）が、食用であるかまたは少なくとも有害でない食塩の所定濃度の食
塩溶液である、請求項１～１０の何れか一項に記載の装置。
【請求項１２】
　局所的な圧力低下を生じさせることのできる前記手段が、一つ以上の小流路（２１２）
を設けられている隔壁（２０２）を具備する、請求項２～１１の何れか一項に記載の装置
。
【請求項１３】
　前記溶媒が水である、請求項１～１２の何れか一項に記載の装置。
【請求項１４】
　可変粘度の前記流体が数千センチポアズ級の高粘度流体である、請求項１～１３の何れ
か一項に記載の装置。
【請求項１５】
　可変粘度の前記流体がグリセリンである、請求項１４に記載の装置。
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